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fundnoteIPOクロスオーバーファンド

❶IPO（新規公開）後5年以内の中
小型株式に対するボトムアップ・リサーチ
を通じて、現在の株価と本来のフェア
バリューが乖離した銘柄を絞り込み、
集中的に投資を行います

❷投資後2年以内にIPOを目指す
上場準備企業へ投資します。上場前
から投資先のIR等の支援を行うこと
で、上場後には株価が早期にフェア
バリューへと収れんするよう取り組みます

❸投資環境によっては、現金比率の
増加や先物の売建てによりリスクヘッジ
を行うことがあります

2013年、三井住友アセットマネジメント入社。 
社内選抜にてロンドンビジネススクールヘ1年間留学。
2019年、日本株ロングショート戦略を行う香港籍ヘッジフ
ァンドに入社。キャリアの中で一貫してセクターを横断した国
内中小型株の調査、運用に従事。
2021年、fundnoteを共同創業し、IPOクロスオーバー戦
略の組合型ファンドを運用。 
京都大学卒業、ロンドンビジネススクール修了

担当ファンドマネージャー 川合 直也

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 -1-

fundnoteIPOクロスマザーファンド

現金その他

合計

99.6%

0.4%

100.0%

資産比率

※基準価額（税引き前分配金再投資）は、信託報酬（実績報酬含む）控除後の値です。
※グラフの基準価額（税引き前分配金再投資）は税引き前の分配金を再投資したとみなし計算
　したものであり、実際の基準価額とは異なります。

基準価額等の推移

運用実績

※基準価額は信託報酬（実績報酬含む）控除後の値です。 
※当ファンドにおけるこれまでの分配金実績はございません。

基準価額 前月末比 純資産総額

円11,404 -442 21.65円 億円

-3.73% +1.23% +13.76% +0.39% - +14.04%

過去1ヶ月間 過去3ヶ月間 過去6ヶ月間 過去1年間 過去3年間 設定来

愛称：匠のファンド あけぼの

ファンド
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順位 証券コード 銘柄 業種 比率 順位 証券コード 銘柄 業種 比率

3.6%7 8035 東京エレクトロン 電気機器

【半導体】半導体製造装置世界大手。コータ・デベロッパ、エッチング装置
など様 な々工程で高いシェアを持つ。メモリ価格の上昇を受けて高水準の
設備投資が継続する見込み

3.6%6 5801 古河電気工業 非鉄金属

【半導体】電線大手。グローバルのデータセンター投資により光配線や光
部品、水冷モジュール等で幅広く恩恵を受ける

6.0%1 290A Synspective 情報・通信業

5.7%2 4418 JDSC 情報・通信業

【IPO】東大系のAIコンサル。ソフトバンクと25年10月に資本業務提携。
ソフトバンクがOpenAIと組んで大企業のAI導入を支援する際、当社の
エンジニアリソースを活用。買収子会社が苦しく連結業績の見た目が悪い
が、実態は採用・受注とも好調とみる

4.5%4 5537 AlbaLink 不動産業

【IPO】不動産買取再販。瑕疵事由のある訳あり物件を再生し、高利回り
な収益物件として投資家に販売。三為取引等を活用しBSを使わないアセット
ライトなモデルで、その証明に自社株買いを実施。不動産会社というより
リユースやネット企業に近い印象

4.8%3 367A プリモグローバルホールディングス 小売業

【IPO】アイプリモ、ラザールダイヤモンド等のブライダルジュエリーブランド
を展開。円安や貴金属価格上昇を受けて業界全体が値上げ実施。結婚
指輪は価格弾力性が低く、シェア拡大もあり当社の数量減は限定的。
貴金属価格が落ち着き利益率回復局面とみる

3.5%9 581A GO 情報・通信業

【IPO】タクシー配車アプリ『GO』運営。アプリの提携車両数では既に国内
最大のシェアがあり、盤石なキャッシュカウ事業と見ている。QR決済や法人
請求書払い等のオプション付与で配車単価が上昇中だが固定費増加が
緩やかなため、利益率の更なる改善が見込まれる

2.7%10 593A ティアフォー 情報・通信業

【IPO】自動運転用OS「Autoware」を開発。トラックやバス、タクシー等の
商用車をリードパイプラインに自動運転の社会実装を進めており、2030年度
に自動運転商用車1万台という国家目標とも合致。ライセンス収入や車両
開発が収益源

3.6%8 9552 クオンツ総研ホールディングス サービス業

【IPO】M&A仲介専業から2本目の柱としてコンサルティング事業を垂直
立ち上げ中。ミニマムタックス改正やIPOの先送り等で会社売却が増加
する良好な環境の中で、収益をコンサルタントの採用費に集中投下する
戦略。大きな自社株買いで総還元性向も高い

上場株式組入上位10銘柄マザーファンドの状況

【IPO】小型SAR衛星を開発する宇宙スタートアップ。26年4月から防衛省
へのSAR衛星画像の提供を開始し、5年で960億円の売上を見込む。補助金
を活用して衛星網を構築し、官需で稼ぎながら、民間や海外の需要を
取り込むストーリーに期待

資産内容 純資産比

マザーファンドの資産構成

市場 比率

マザーファンドの市場別構成
（上場株のみ）

業種 比率

マザーファンドの業種別構成
（上場株のみ）

情報・通信業

小売業

電気機器

サービス業

不動産業

その他
合計100.0%

プライム市場

スタンダード市場

グロース市場

TOKYO PRO Market

　　　　　--　

　　　　　--　
合計100.0%

愛称：匠のファンド あけぼの
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上場株式

　－IPO5年以内の銘柄

　－その他

非上場株式

株式先物

現金その他

ネットエクスポージャー

93.8%

66.0%

27.8%

4.8%

--

1.4%

28.4%

13.4%

55.8%

2.4%

--　

--　

47.1%

10.8%

10.6%

9.5%

4.8%

17.2%

98.6%

4.2%5 9984 ソフトバンクグループ 情報・通信業

【半導体】孫正義氏が代表の投資会社。米国上場の半導体企業ARM、
AI企業OpenAI等が資産の多くの割合を占める。保有資産のNAV（ネット
アセットバリュー）対比で時価総額が一定のディスカウント状態
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今月の運用成果
7月は、これまで相場をけん引してきたAI・データセンター関連銘柄
が大きく下落し、ポジションが一気に巻き戻されるリバーサル相場
となりました。
TOPIX+0.2%、グロース250-2.9%となりました。
その中で当ファンドのパフォーマンスは-3.7%となりました。半導体
テーマ株については市場環境に応じて機動的にウェイトを調整し
ましたが、保有していたグロース銘柄の一部も市場の調整の影響
を受け、マイナスリターンとなりました。
プラス寄与した銘柄は、JDSC（21年上場。AI開発）、GO（26
年上場。タクシー配車）、FinatextHD（21年上場。金融DX）で
した。マイナス寄与した銘柄は、キオクシアHD（25年上場。半導
体メモリ）、QPSHD（23年上場。宇宙開発）、東京エレクトロン
（半導体テーマ）でした。
新規銘柄としては、蓄積した医療ビッグデータを活用したAI
サービスの展開が期待されるJMDC、自動運転O S
「Autoware」を開発する自動運転テーマのピュアプレイ銘柄として
新規上場したティアフォー等を買い付けました。

今後の運用方針
8月は、相場全体として方向感を見極めにくい局面であると考えて
います。
世界の株式市場では、昨年から今年6月中旬まではAIやデータ
センター関連への期待が急速に高まり、モメンタム主導の相場が
続きました。そして6月下旬以降は一部HFや韓国勢の過度なレバ
レッジポジションの解消などを背景に急落局面となり、ボラティリティ
の激しい時期が続いてきました。
日本では、公的年金による日本国債買い支えへの期待や日米協
調為替介入の観測など、止まらない円安・債券安の流れにも変化
の兆しが見え始めています。
マクロ環境が落ち着きを取り戻せば、これまで外部環境に左右さ
れやすかった中小型株にも再び資金が向かいやすい地合いにな
るとみています。
IPO市場でも、市場参加者の関心は徐 に々回復しつつある印象
です。当ファンドでは、割安なグロースIPO株を広く保有しながら、
テーマ株としては半導体製造装置と、AIを活用する側として今後
期待が高まるであろうフィジカルAI関連、自動運転関連を中心に
投資を行ってまいります。

今月のIPO釣行記

最近新規上場した企業のIR資料を深堀してご紹介していく企画
を今月からスタートしてまいります。
①GO(581A)
2026年6月グロース上場、目論見書想定時価総額約1800億円。
タクシー配車アプリの『GO』を開発運営する会社として一般認
知もある会社です。同社の重要KPIとして私が考えているのは、
「主要10都市におけるアプリ配車率」と「ARPR」です。順に解説
します。
「主要10都市におけるアプリ配車率」とは、日本の主要都市での
GOのパートナータクシー事業者の年間実車数に対する、GOア
プリを使用して配車した実車数の割合です。実績値は28.6％
（前年同期26.4％から+8％上昇）でした。ユーザー目線でも流しの
タクシーを止めるのは大変でアプリの利便性は非常に高く、今後
も同数値は改善していくものと考えます。
「ARPR」とは、1実車当たり平均売上高です。実績値は189円
（前年同期154円から+23％増加）でした。ユーザーが配車を
実行した際にアプリ内に表示される100円のアプリ手数料に
加え、ピーク料金や予約機能、プレミアム車両等のオプション料金
で構成されています。今後はアプリ手数料の値上げの可能性も
あると予想しています。

クロスオーバー投資報告

投資先非上場企業のJPYC株式会社について、7月は大きく
前進した月となりました。1点目は発行残高の急増、2点目は
AZ-COM丸和HDとの資本業務提携です。
JPYC社が発行するステーブルコイン「JPYC」の発行残高は、
6月末に約10億円から、7月末に26億円へ、1か月で倍増以上
になりました。主な要因として、メッセージアプリのLINE上で使える
ウォレットでJPYCを保有すると年率5％のキャンペーン金利で
JPYCが付与されるプログラムが実施されていた事が大きいと思
われます。これをきっかけに、ステーブルコインを使ったWeb3の
DeFi運用に関心を持つ方が増え、更なる発行残高の増加に
繋がることに期待します。
AZ-COM丸和HDがJPYC社へ約10億円出資し、3PLの
パートナー間の支払いなどへの活用を目指すとのリリースがあり
ました。同社は以前から物流業界内で先進的な取り組みを行って
おり、今回もJPYC決済の実現に向けて進んでいって頂けるものと
期待しています。
引き続き同社の事業成長と上場、企業価値の最大化に向けて
支援してまいります。

川合's fund note
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fundnoteIPOクロスオーバーファンド

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として、わが国の金融商品取引所に上場（これに準じるものを含みます。）している株式のうち上場後
５年以内の中小型株式および未上場株式等（未上場株式または未登録株式のうち、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）または会社法
（平成17年法律第86号）もしくはこれらに準じて開示が行われているもので一般社団法人資産運用業協会規則に定める要件を満たすもの）のう
ち2年以内に上場を予定する銘柄を中心に投資し、値上がり益の獲得を目指します。

特色１

徹底的なリサーチとリスク管理、投資先企業への支援を通して、受益者へのリターンの提供を目指します。特色2
IPO（新規公開）後5年以内の中小型株式に対するボトムアップ・リサーチを通じて、現在の株価と本来のフェアバリューが乖離した銘柄を絞り込
み、集中的に投資を行います。保有する上場株式は最大50銘柄程度を目安とします。

特色3

未上場株式等への投資にあたっては、主に投資後2 年以内にIPO を目指す上場準備企業を発掘し、投資します。上場前から投資先のIR 等
の支援を行うことで、上場後には株価が早期にフェアバリューへと収れんするよう取り組みます。未上場株式等への投資比率（一般社団法人資産
運用業協会規則により有価証券等への投資を通じて間接的に未上場株式等を保有しているとみなされるものを含みます。以下同じ。）は信託財
産の純資産総額の5～10％程度を目安とします。

特色4

株式の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本としますが、投資環境によっては、価格変動リスクを回避するため、現金比率の増
加や先物の売建てにより、実質的な株式の組入比率を調整することがあります。

特色5

愛称：匠のファンド あけぼの

投資リスク

未上場株式等への投資比率が、運用方針（「ファンドの特色」4に記載。以下同じ。）で定める比率に対して高まったと委託会社が判断した場合等には、ファンドの換金の
お申込みの受付を中止することがあります。
また当該事由が解消しない場合等には、ファンドの換金のお申込みの受付を中止する期間が長期化する場合があります。

＜株価変動リスク＞
一般に株価は、個 の々企業の活動や一般的な市場・経済の状況、国内および国際的な政治・経済情勢等に応じて変動します。従って、当ファンドに組み入れられる株式
の価格は短期的または長期的に下落していく可能性があり、これらの価格変動または流動性に予想外の変動があった場合、重大な損失が生じる場合があります。
＜「IPOクロスオーバー戦略」固有リスク（流動性リスクを含む。）＞
当ファンドが組み入れる中小型株式は、新興であり、発行済株式時価総額が小さく、売買の少ない流動性の低い株式が少なくありません。その結果、こうした株式への
投資はボラティリティ（価格変動率）が比較的高く、また流動性の高い株式に比べ、市況によっては大幅な安値で売却を余儀なくされる可能性があることから、より大きな
リスクを伴います。また、当ファンドが組み入れる未上場株式等は、他の金融商品と比較して流動性が著しく乏しいため、どの投資家らも利益の実現や元本の回収を
いつでも行えるという保証はありません。また、投資実行から上場までの間、および上場からロックアップピリオド経過までの数ヵ月間は売却を想定しておらず、長期間の保有を
前提としていることから、売却を試みた場合には、当該企業の価値よりも低い価格で売却する可能性があります。未上場企業は上場企業と比較して、資本金や経営
資源が少ない傾向があり、かつ将来の業績を判断するためのトラックレコードが短いことから、未上場企業への投資は上場企業への投資よりも大きなリスクを伴う可能性
があります。
＜信用リスク＞
組み入れられる株式等の有価証券やコマーシャル・ペーパー等短期金融商品は、発行体に債務不履行が発生あるいは懸念される場合には価格が下がることがあり、
また、投資資金を回収できなくなることがあります。
＜評価リスク＞
未上場株式等の評価額については、その時点で入手できる情報に基づいた公正価値の見積もりであり、影響を受ける可能性のある重要な事象を完全かつ正確に反映
していない可能性があります。また、未上場株式等には流動性が著しく乏しいことや、上場後にマーケットで時価が発生した場合でもロックアップ条項で売却制限がある場合
が多いこと等から、評価額よりも売却時に得られる金額が低くなる可能性があります。

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6に定める「書面による契約の解除」（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。・当ファンドは、大量の
換金が発生し短期間で換金資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、
市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響をおよぼす可能性や、換金のお申込み
が取消しとなる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。・資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起きた場合には、投資方針に
沿った運用ができない場合があります。◦未上場株式等は流動性が著しく乏しいため、ファンドにおける組入比率を調整できない場合があります。そのため未上場株式等の
組入比率は運用方針として定める比率から乖離する場合があります。また、未上場株式への投資については、企業側に資金調達や株式移動のニーズがある場合に可能
であるため、未上場株式への投資には一定の時間を要すると考えられます。そのため、当ファンドにおいて未上場株への投資が開始されるのは、設定当初から一定の時間
が経過した後となり、設定当初から一定の期間においては、未上場株式等の組入比率は、運用方針として定める比率を下回る可能性があります。・当ファンドは、ファミリー
ファンド方式で運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザーファンド受益証券を投資対象とする他の投資信託に資金変動等があり、その結果として
マザーファンドの組入有価証券の売買等が生じた場合には、当ファンドの基準価額に影響がおよぶ場合があります。◦収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における
ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。投資者の購入価額によっては、収益分配金の
一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上りが小さかった場合も同様
です。収益分配の支払いは、信託財産から行われます。従って純資産総額の減少、基準価額の下落要因になります。・投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金
保険機構、貯金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社を通じて購入していない場合は投資者保護基金の支払いの対象
とはなりません。◦なお、当ファンドは、未上場株式等を組み入れるにあたり、一般社団法人資産運用業協会の「投資信託等の運用に関する規則」第11条第3項に定め
る流動性の確保が担保できる措置および投資者間の平等性に配慮するための措置を講じています。

換金に関する留意点

基準価額の変動要因

その他の留意点
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100万円以上1円単位（ただし、収益分配金を再投資する場合は、１円以上１円単位）
毎営業日購入の申込みを行うことができます。

購入申込日の翌営業日の基準価額（ファンドの基準価額は1万口あたりで表示しています。）とします
（ただし、当初申込期間においては１口あたり１円）。

販売会社（fundnote株式会社）が定める期日までにお支払いください。

大口換金には制限を設ける場合があります。

換金申込日の翌営業日の基準価額から1.0％の信託財産留保額を控除した価額とします。

原則として、換金申込日から起算して５営業日目からお支払いします。

毎営業日の午後3時30分までに行われた申込み（当該申込みに係る販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を当日の申込
分とします。

1口もしくは1円単位
毎営業日換金の申込みを行うことができます。

購入単位

購入価額  

購入代金

換金単位

申込締切時間  

換金制限  

換金価額  

換金代金の支払い  

無期限（2024年12月13日設定）

原則、毎年12月20日（休業日の場合は翌営業日。初回決算日は2025年12月22日。）

年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
ただし、委託会社の判断により収益分配を行わない場合もあります。（再投資可能）

毎営業日公正価値測定を用いて時価で評価します。評価会議において、公正価値測定を行うための評価プロセスを定め、毎営業日
の公正価値測定は当該プロセスに則り行われます。

未上場株式等への投資比率が、運用方針で定める比率に対して高まったと委託会社が判断した場合等には、ファンドの換金のお
申込みの受付を中止することがあります。また当該事由が解消しない場合等には、ファンドの換金のお申込みの受付を中止する期間
が長期化する場合があります。金融商品取引所等における取引の停止等、その他やむを得ない事情があるときは、購入、換金の各お
申込みの受付を中止すること、および既に受け付けた購入、換金の各お申込みの受付を取り消すことがあります。

委託会社は、受益権の口数が10億口を下回ったときには、受託者と合意の上、信託期間を繰上げて償還させる場合があります。ま
た、この信託契約を解約することが受益者のために有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情が生じた場合には、受託者と合
意の上、信託期間を繰上げて償還させることができます。

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
原則として配当控除の適用が可能です。なお、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
ファンドは、NISAの対象ではありません。税法が改正された場合等には、変更となる場合があります。
税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

購入・換金

申込受付の中止

および取消し  

愛称：匠のファンド あけぼの

信託期間  

繰上償還  

未上場株式等の評価  

決算日

収益分配

課税関係

2026年3月20日から2026年9月18日まで
※申込期間は申込期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。購入の申込期間
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ファンドの費用

換金申込日の翌営業日の基準価額に対して1.0％を乗じて得た額とします。

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

信託財産留保額

※ ファンドの費用の合計額については、投資家の皆さまが保有される期間や運用状況等に応じて異なりますので、表示することができません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用
及び手数料

ファンドの純資産総額に基本報酬率年1.98％（税抜き年1.8％）を乗じて得た額がファンドの計算期間を通じて毎日計上され、
毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末、または信託終了のときに、信託財産から委託会社に支払われます。
基本報酬率の配分は下記のとおりとします。

ファンドの純資産総額に対して年0.11％（税抜き年0.10％）を上限とする額がファンドの計算期間を通じて毎日計上され、毎計算期
間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末、または信託終了のときに、信託財産から委託会社に支払われます。
※監査費用：監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
　計理関連費用：計理業務（基準価額算出等）およびこれに付随する業務
　（設定解約処理、法定帳簿管理、法規則に基づく報告、基準価額の配信等）に係る費用（業務を委託する場合の委託費用を
　含む。）
　法定書類関係費用：目論見書、有価証券届出書、運用報告書等の作成、印刷および提出等に係る費用（業務を委託する場合
　の委託費用を含む。）

その都度信託財産から支払われます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限等を示すことができません。
※組入有価証券売買委託手数料：有価証券の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
　信託事務の諸費用等：信託事務の処理に要する諸費用、信託財産に関する租税等

実績報酬は、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日および毎計算期末、または信託終了のとき、10,000口あたり基準価額（収益分配
および実績報酬が発生した場合は、当該金額控除前）がハードルレートを加味したハイ・ウォーター・マークを上回っている場合、
信託財産から委託会社に支払われます。
実績報酬の詳細は交付目論見書4～5ページをご参照ください。

(1)基本報酬額

(1)監査費用、計理関連費用、法定書類関係費用等

(2) 組入有価証券売買委託手数料、信託事務の諸費用等

(2)実績報酬額

支払先 役務の提供

運用会社としての機能分（ファンドの運用とそれに伴う調査等）

販売会社としての機能分
（口座内でのファンドの管理および事務手続き、運用報告書等各　
　種書類の購入後の情報提供等）

ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行

料率

年1.166％（税抜き年1.06％）

年0.77％（税抜き年0.7％）

年0.044％（税抜き年0.04％）

委託会社

受託会社

ありません。
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委託会社、その他関係法人

金融商品取引業者名 登録番号 加入協会

お申込みは

関東財務局長（金商） 第3413号 一般社団法人 資産運用業協会fundnote株式会社 金融商品取引業者

委託会社

受託会社

fundnote株式会社（信託財産の運用指図等を行います。）
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3413号

三菱UFJ信託銀行株式会社

本資料のご留意点
○本資料は、fundnote株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。
　また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料における個別銘柄への言及は、当ファンドの組入銘柄や運用内容の説明を目的とするものであり、当該銘柄への投資を推奨するものではありません。
　掲載銘柄は将来にわたる組入れを保証するものではなく、予告なく変更される場合があります。
○本資料中の市場見通し、業績見通し等は作成時点における当社の見解であり、将来の市場動向や運用成果を保証するものではありません。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。


